
2018/03/07 13:24:24 / 17355328_株式会社ラ・アトレ_招集通知

個 別 注 記 表
平 成 2 9 年 1 2 月 3 1 日

Ⅰ．継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

Ⅱ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

(1)　有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

②その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法又は償却原価法

(2)　デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法を採用しております。

(3)　たな卸資産の評価基準及び評価方法

①販売用不動産

個別法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

②仕掛販売用不動産

個別法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却方法

(1)　有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）、並びに平

成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用し

ております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ８年～40年

構築物 10年～20年

車両運搬具 ２年

工具、器具及び備品 ５年～10年

　また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、改正前の法人税法に基づ

く減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した事業年度の翌事業年度より、

取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費

に含めて計上しております。

(2)　リース資産　　　　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(3)　長期前払費用　　　　 均等償却によっております。
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３．引当金の計上基準

　　貸倒引当金　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

５．重要なヘッジ会計の方法

(1)　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

(2)　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金

(3)　ヘッジ方針

　金利リスクの低減並びに金融収支改善のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。

(4)　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、そ

の変動額の比率によって有効性を評価しております。

６．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1)　繰延資産の処理方法

①株式交付費　　　　　 定額法によっております。

償却期間　３年

②社債発行費等　　　　 定額法によっております。

償却期間　３年

(2)　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜き方式によっており、たな卸資産に係る控除対象外消費税等は販売費及び一般管理

費に計上しております。

　なお、固定資産に係る控除対象外消費税等は、投資その他の資産「その他」に計上し、５年間で均等償却を行

っております。

７．追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当

事業年度から適用しております。

Ⅲ．貸借対照表に関する注記

(1)　担保に供している資産

販売用不動産 8,239,286千円

仕掛販売用不動産 857,568千円

建物 1,098,180千円

構築物 9,550千円

土地 105,972千円

計 10,310,557千円

上記に対応する債務

短期借入金 1,589,500千円

１年内返済予定の長期借入金 1,619,289千円

長期借入金 5,351,494千円

計 8,560,283千円
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(2)　資産から直接控除した減価償却累計額

建物 155,853千円

構築物 1,949千円

車両運搬具 753千円

工具、器具及び備品 1,326千円

(3)　保証債務

　　 下記の会社の金融機関からの借入債務に対し、債務保証を行っております。

合同会社周南開発 843,288千円

合同会社旭川開発 668,218千円

株式会社ラ・アトレレジデンシャル 220,000千円

計 1,731,506千円

(4)　関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 240,124千円

長期金銭債権 237,738千円

短期金銭債務 84,600千円

Ⅳ．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高　　　　　　　　5,750千円

販売費及び一般管理費 82,231千円

営業取引以外の取引による取引高

受取利息　　　　　　　2,629千円

業務委託収入　　　　 18,450千円

受取保証料　　　　　 33,512千円

Ⅴ．株主資本等変動計算書に関する注記

(1)　当事業年度末日における発行済株式の数

株式の種類
当事業年度期首

株式数
当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

普通株式 4,766,500株 508,500株 －株 5,275,000株

（注）発行済株式数の増加508,500株は、新株予約権の行使による新株の発行によるものであります。

(2)　当事業年度末日における自己株式の数

株式の種類
当事業年度期首

株式数
当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

普通株式 400,225株 －株 377,200株 23,025株

（注）自己株式数の減少377,200株は、新株予約権の行使による自己株式の処分によるものであります。

(3)　剰余金の配当に関する事項

当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決　　議 株式の種類
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

第27回定時株主総会
(平成29年３月29日開催)

普通株式 21 5.00 平成28年12月31日 平成29年３月30日

当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

　平成30年３月29日開催予定の第28回定時株主総会において、次のとおり付議いたします。

株式の種類 配当の原資
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

普通株式 利益剰余金 31 6.00 平成29年12月31日 平成30年３月30日

(4)　当事業年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の数

普通株式23,000株
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Ⅵ．税効果会計に関する注記

(1)　繰延税金資産の発生の主な原因の内訳

繰延税金資産（流動）

税務上の繰越欠損金 82,721千円

未払事業税 7,314千円

販売用不動産 14,475千円

貸倒引当金 277千円

その他 4,994千円

繰延税金資産小計 109,783千円

評価性引当額 －千円

計 109,783千円

繰延税金資産（固定）

投資有価証券評価損損金不算入 535千円

破産更生債権 1,145千円

資産除去債務 20,556千円

繰延ヘッジ損益 2,390千円

その他 985千円

繰延税金資産小計 25,613千円

評価性引当額 △22,313千円

計 3,299千円

繰延税金負債（固定）

資産除去債務に対応する除去費用 19,229千円

その他有価証券評価差額金 2,192千円

計 21,422千円

繰延税金負債の純額 18,122千円

(2)　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 30.9%

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.7%

住民税均等割等 0.8%

評価性引当金額の増減 △13.7%

その他 0.0%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 20.7%

Ⅶ．金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

(1)　金融商品に対する取り組み方針

　当社は、主に不動産の仕入、販売事業を行うための、不動産仕入計画に照らして、必要な資金（主に金融機関

からの借入）を調達しております。

(2)　金融商品の内容及びリスク

　有価証券は発行体の信用リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。借入金は、主に不動産販売事業に必要な

不動産仕入資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で25年後であります。

　長期預り敷金保証金は、賃貸契約の敷金、保証金及び建設協力金等であり、主に、一定期間若しくは契約満了

時に相手先に返済するものであります。

(3)　金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、経理財務規程に従い、営業債権について、経理財務部が取引相手ごとに期日及び残高を管理するとと

もに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　当期の決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表価額により表わ

されております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクに晒されておりますが、経理財務部が借入先ごとに定期的に金利

変動の管理をすることにより、金利変動による負担増減の早期把握を図っております。
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③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき経理財務部が適時に資金繰計画を作成・更新することにより、流動性リス

クを管理しております。

(4)　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成29年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、

時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注２）を参照下さい。）。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 1,265,735 1,265,735 ―

(2) 共同事業出資金 427,104 427,104 ―

(3) 投資有価証券 92,880 92,880 ―

(4) 長期貸付金 238,208 238,208 ―

資産計 2,023,928 2,023,928 ―

(1) 支払手形及び買掛金 256,748 256,748 ―

(2) 未払金 119,690 119,690 ―

(3) 短期借入金 1,647,000 1,647,000 ―

(4) 長期借入金 7,367,190 7,367,190 ―

(5) 長期預り敷金保証金 280,597 258,229 △22,368

負債計 9,671,227 9,648,859 △22,368

（注）流動負債に計上している１年内返済予定の建設協力金は、(5) 長期預り敷金保証金に含めて表示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

(1)　現金及び預金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(2)　共同事業出資金

　将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な利率で割り引いた現在価値により算出する方法によっており

ます。

(3)　投資有価証券

　時価について、株式は取引所の価格によっております。

(4)　長期貸付金

　元利金の合計額を、新規に同様の貸付を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定してお

ります。

負債

(1)　支払手形及び買掛金、(2) 未払金、並びに(3) 短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(4)　長期借入金

　変動金利による借入であることから短期間で市場金利を反映しており、時価は帳簿価額と近似していると考え

られるため、当該帳簿価額によっております。

(5)　長期預り敷金保証金

　賃貸予定期間に対応する将来キャッシュ・フローについて、リスク・フリー・レートで割引計算を行っており

ます。また、預り敷金保証金に含まれる建設協力金の時価については、元利金の合計額を国債の利回り等適切な

指標により割り引いて算出する方法によっております。
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区分 貸借対照表計上額

投資有価証券
（非上場株式)

31,252

関係会社株式
（非上場株式)

65,778

出資金 13,449

匿名組合出資預り金 245,250

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象として

おりません。

（注３）金銭債権の決算日後の償還予定額

（単位：千円）

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 1,265,735 ― ― ―

共同事業出資金 120,000 307,104 ― ―

長期貸付金 ― 158,141 80,066

合計 1,385,735 465,245 80,066 ―

（注４）長期借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

（単位：千円）

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 1,647,000 ― ― ― ― ―

長期借入金 1,735,261 658,974 2,633,729 678,863 468,958 1,191,404

合計 3,382,261 658,974 2,633,729 678,863 468,958 1,191,404

Ⅷ．賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の状況及び時価に関する事項

１．賃貸等不動産の概要

　当社は、東京都その他の地域において、賃貸用の住居系マンション（土地を含む）、商業施設を有しており

ます。平成29年12月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は67,451千円（賃貸収益は売上高に、主な

賃貸費用は売上原価に計上）であります。

２．賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び当事業年度における主な変動並びに決算日における時価及び当該時

価の算定方法

（単位：千円）

貸借対照表計上額
決算日における時価

当事業年度期首残高 当事業年度増減額 当事業年度末残高

1,558,900 △275,671 1,283,228 1,324,478

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．主な変動

増加は、賃貸用の住居系マンションの取得　　　　　　　　　　　　　　　　　　 88,961千円

　　　　商業施設建設にかかる付随費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 10,257千円

　　　　賃貸用の住居系マンションの資本的支出　　　　　　　　　　　　　　　　9,787千円

減少は、賃貸用の住居系マンションの売却　　　　　　　　　　　　　　　　　  344,678千円

賃貸用の住居系マンション及び商業施設の減価償却　　　　　　　　　　 39,998千円

３．時価の算定方法

　主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含

む。）であります。
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Ⅸ．資産除去債務に関する注記

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

(1)当該資産除去債務の概要

　主に商業施設の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

(2)当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を取得から34年と見積り、割引率は0.5％を使用しております。

(3)当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 68,259千円

時の経過による調整額 365千円

資産除去債務の履行による減少額 △1,500千円

期末残高 67,124千円

貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務

　当社は、賃貸借契約に基づき使用する本社オフィスについて、退去時における原状回復に係る債務を有して

おりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、現在のところ移転等も予定されていない

ことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を

計上しておりません。

Ⅹ．関連当事者との取引に関する注記

当該株式会社と関連当事者の取引

（ア）株式会社の親会社及び主要株主（会社等に限る。）等

　該当事項はありません。

（イ）株式会社の子会社及び関連会社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当
事者と
の関係

取 引 の
内 容

取引
金額

(千円)
科目

期末
残高
(千円)

子会社

株式会社
ラ・アトレ
レジデンシ

ャル

東京都
港区

10,000千円
不動産
販売

(所有)
直 接

(100.0)

不動産
の仕入
れ、販
売にお
ける業
務受託

販売手数料
等の支払

82,231 未払金 16,631

業務委託
収入

15,000 ― ―

債務保証
(注)２

220,000 ― ―

子会社
合同会社
周南開発

大阪府
大阪市

100千円
不動産
管理

(所有)
直 接

(100.0)

不動産
の管理

債務保証
(注)２

843,288 ― ―

保証料の
受取

25,934 ― ―

子会社
合同会社
旭川開発

東京都
港区

100千円
不動産
管理

(所有)
直 接

(100.0)

不動産
の管理

債務保証
(注)２

668,218 ― ―

保証料の
受取

7,578 ― ―

子会社

 L'ATTRAIT
PROPERTY

DEVELOPMENT
INC.

カンボジ
ア王国

プノンペ
ン特別市

500千ドル
不動産
開発

(所有)
直 接
(49.0)

不動産
の共同
開発

― ―
共同事業
出資金

152,104

資金の貸付 204,685 長期貸付金 237,738

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。

２．金融機関からの借入に対する債務保証であり、取引金額は期末時点の保証残高であります。

３．取引条件及び取引条件の決定方針等は、一般の取引条件によっております。

（ウ）株式会社と同一の親会社を持つ会社等及び当該株式会社のその他の関係会社の子会社等

　該当事項はありません。
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（エ）株式会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類
会社等の
名称又は
氏 名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当
事者と
の関係

取 引 の
内 容

取引
金額

(千円)
科目

期末
残高

(千円)

役員 八尾浩嗣 ― ―
当社
取締役

(被所有）
直接

 (5.5）
間接
(7.7)

―

新株予約
権(スト
ックオプ
ション）
の行使
（注）２

182,250 ― ―

（注）１．取引条件は、一般の取引条件によっております。

２．新株予約権の行使は、平成26年８月４日に割り当てられた第５回新株予約権の行使によるものであります。

Ⅺ．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 500円02銭

１株当たり当期純利益 93円02銭

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

２．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎

１株当たり当期純利益

当期純利益（千円） 443,509

普通株主に帰属しない金額（千円） ―

普通株式に係る当期純利益（千円） 443,509

普通株式の期中平均株式数（株） 4,767,866

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額（千円） ―

普通株式増加数（株） ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含まれなかっ
た潜在株式の概要

平成29年５月26日取締
役会決議の行使価額修
正条項付第６回新株予
約権（新株予約権の数
230個）

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

Ⅻ．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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